
 

平成２６年度 事業計画 

Ⅰ 基本方針 

少子・高齢化の一層の進展や働き方等の生活様式の変化に伴い、地域社会や家庭の様相は大き

く変容し、さらには経済情勢や雇用環境の厳しさも相まって、孤立死や自殺、ひきこもりなどの

社会的孤立の問題、経済的困窮や低所得の問題、虐待や消費者被害といった権利擁護の問題など、

地域における生活課題は深刻化し、拡大しています。 

国の「社会保障と税の一体改革」では、「安心で希望と誇りが持てる社会の実現」を目指して

おり、世代間・世代内の公平の確保や次世代へ引き継げる「全世代型」社会保障の構築に向けた

取り組みをおこなっていくこととなっております。 

 具体的な改革の方向性として、子ども・子育て支援の強化や社会保険制度（年金・医療・介護）

におけるセーフティネット機能の強化、医療・介護サービス保障の強化、貧困・格差対策の強化

等が挙げられております。 

特に、「貧困・格差対策の強化」においては、生活困窮者対策と生活保護制度の見直しに取り

組むため「生活支援戦略」が策定され、その基本的な視点として、以下の３点が挙げられており

ます。 

１）就労や自立に向け本人の主体性と多様性を重視する  

２）「早期対応」による「早期脱却」と「貧困の連鎖」の防止を図る  

３）国民の信頼に応えた生活保護制度を構築する 

 

このような中、平成２７年４月に「注１生活困窮者自立支援法案」が施行されることになってお

り、本会においては、本法施行に先立ち、昨年より総合生活支援担当を配置し、生活困窮者・孤

立者の把握や必要な支援につなぐため、地域住民や行政、企業、関係機関等と連携・協力し、課

題解決のための総合相談体制の基盤強化に努めてまいりました。 

 また、平成26年度は、第２次大牟田市地域福祉実践計画（平成22年度～26年度）の最終

年度となり、かつ第３次大牟田市地域福祉実践計画（平成27 年度～31 年度）の策定年度とな

ります。そのため、第２次大牟田市地域福祉実践計画における達成状況の確認と評価等の総括を

行うとともに、第３次大牟田市地域福祉実践計画策定にあたっては、これまでどおり、地域福祉

活動のより一層の推進はもとより、先に述べた生活困窮者対策等を新たに盛り込むなど、地域包

括ケアシステムの一翼を担うことができる仕組みづくりを進めていきます。 

さらには、深刻な生活課題や社会的孤立など、地域のあらゆる課題に向き合い、受け止め、寄

り添いながら、地域住民をはじめ、行政・関係機関・団体とともに解決に向けて歩み、「誰もが

住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるまちづくり」に取り組んでまいります。 

 

平成26年度の重点施策ついては、以下のとおりです。 

 

【重点施策】 

 １．成年後見センター業務の円滑な運営 

 ２．「全社協：生活支援活動強化方針」に基づく生活困窮者支援体制の基盤づくり 

 ３．第３次大牟田市地域福祉実践計画（平成27年度～31年度）の策定 

 

 

 

注１生活困窮者自立支援法案…生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談 

             事業の実施、住居確保給付金の支給等を行うための所要の措置を講ずる 



 

Ⅱ 重点施策 

 
１．成年後見センター業務の円滑な運営 

認知症高齢者の増加、家族形態や家族機能の変化、精神障がい者の地域生活移行といった施
策の推進等、社会情勢・生活課題が変化する中で、成年後見制度を必要とする人々は年々増加
し、その担い手不足が課題になっています。また、社協の日常生活自立支援事業利用者におい
ても、成年後見制度への移行が必要になるケースも増えています。成年後見制度が利用者本位
の福祉サービスや自立支援を進める施策としての役割を果たすためには、他の福祉サービスや
地域福祉活動と連携し、地域住民にとって身近な社会資
源の一つとして総合的に活用されることが求められて
います。 
本会では、平成26年度より、大牟田市から成年後見

センターを受託し、判断能力が低下した人の、暮らしを
サポートする「成年後見制度」の普及に努め、その新た
な担い手として活躍が期待できる「市民後見人」の養成
を行うとともに、権利擁護のセーフティネットとして役
割を果たすことができるよう取り組んでいきます。 

 
２．「全社協：生活支援活動強化方針」に基づく生活困窮者支援体制の基盤づくり 

現在の社協活動においても、社会的孤立を防止し、また地域の生活課題の発見や日常生活圏
域での生活支援の取組みとして、地域住民、民生委員・児童委員、福祉委員、社会福祉施設、
ＮＰＯ、ボランティア等々との参加協力によるサロン活動、見守り・訪問活動や住民参加型福
祉サービス（キャロットサービス）などを実践するとともに多様な相談活動を展開しています。 
 加えて、生活福祉資金貸付事業や日常生活自立支援事
業における利用者に寄り添った支援、さらには、「制度
の狭間」にある認知症高齢者や障がい児・者等の生活課
題に向き合い、多職種協働でその解消に努めています。 
現代の地域福祉の課題として、社会的孤立（ひきこも

り・孤立死）、生活困窮者・低所得者、権利擁護（成年
後見・虐待）があり、これらの課題解決に向けた、新し
い社協活動について、全社協の生活支援活動強化方針に
基づいて、生活困窮者支援対策に取り組んでいきます。 

 
３．第３次大牟田市地域福祉実践計画（平成２７年度～３１年度）の策定  

社会福祉協議会（以下、社協）は、社会福祉法で地域福祉を推進することを目的とした中核
的な組織として明確に位置づけられています。「地域福祉実践計画」は、社協が主体となって
策定する民間活動の自主的な計画であり、中期的な視点で、地域の福祉力を高めるために、 

 地域住民、民間事業所・団体、行政等々との多職種協働による行動計画です。 
  平成26年度は、第３次大牟田市地域福祉実践計画（以下、第３次計画）の策定年度となり
ます。第２次大牟田市地域福祉実践計画（以下、第２次計画）の策定にあたっては、大牟田市
が策定する大牟田市地域福祉計画と基本理念を共有し、整合性を保ちながら、策定までの工程
で市民アンケート調査や市民ワークショップなどを共同作業で行いました。平成 26 年度は、
第２次計画の最終年度となります。これまでの福祉事業
の進捗管理や評価を行い、事業の再点検をするとともに、
残された課題を踏まえつつ、第３次計画に活かせるよう
な計画の総括を行います。 

  第３次計画策定においては、地域包括ケアシステムの
実現を目指しながら、大牟田市と共同作業で進めていき
ます。今後５年間、国が進める福祉施策動向も視野に入
れながら、多様化するニーズに対応できる事業や新たな
生活支援事業を軸に、計画の策定を行います。 

第２次地域福祉計画・実践計画 
 市民ワークショップの様子 
 

社協で支える成年後見研修会の様子 
 

高取校区ふれあいサロン活動 
 



 

Ⅲ 第２次大牟田市地域福祉実践計画に基づいた主な事業 

 
 

つながり、支え合いのある“あたたかい地域”を実現します！ 
 

（１）校区社協活動への支援  

①校区社協会長連絡協議会の充実 

校区社協会長連絡協議会の自主運営を支援するとともに、情報交換会を開催し、校区社協の

横連携の充実を図っていく。また、各校区が抱える課題への対応や校区間の連携充実のための

校区社協会長研修会を支援する。 

②地域リーダー研修会の実施 

校区社協会長連絡協議会、民生委員・児童委員協議会、町内公民館連絡協議会等との協働によ

り、地域組織の枠組みを越えた「支え合い」の地域づくり

の重要性とその実践方法等に関する研修会を実施する。 

③各校区福祉座談会・合同研修会等への参加 

校区社協会長連絡協議会と協力し、各校区福祉座談会・

合同研修会等を通じて、地域活動実践者の様々な取り組み

の紹介や意見交換等を行うことで、それぞれの地域の実情

や特性を活かした地域福祉活動の充実を図っていく。 

④校区社協広報紙発行の支援 

校区社協会長会だより「つながり」及び各校区社協だよりの発行を支援する。 

    

（２）小地域ネットワーク活動の支援 

①第５期 福祉委員（平成２６年度～２７年度）の改選 

第５期の福祉委員の改選に伴い、小地域ネットワーク活動マニュアルの内容の充実を図り、

新任福祉委員研修会等において、地域福祉活動に対する理解や関心を深めていく。 

②見守り・訪問活動の充実 

民生委員・児童委員や福祉委員、ふれあい活動推進員等との連携のもと、支え合い・助け合

いを基本とする小地域ネットワーク活動の充実を図

る。 

具体的には、一人暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯、

障がいがある人などが、地域の中で孤立しないように、

向こう三軒両隣における見守り・訪問活動の充実を図

り、先進的な取り組みを行っている市内外の校区社協

から学び、校区社協会長会等を通じて紹介、研修する

ことで各校区の見守り・訪問活動の充実を図っていく。 

活動指針１ 

支 

見守り・訪問活動の様子 

合同研修会の様子 



 

 

（３）ふれあいサロン活動の充実 

①ふれあいサロン事業の推進 

高齢者、障がい者や子育て世代など、地域住民が身近な場所における集いの場、茶飲み場な

どの居場所づくりの理念の啓発を行う。また、既存サロンの活動内容が充実するよう支援を行

い、「毎週開催型」等のモデルサロンを作るとともに、各校区社協のサロン活動の活性化を図

る。 

②ふれあいサロン連絡会の開催 

サロン同士の情報交換や活動紹介などのあらゆる情報交流を図るため、サロン連絡会を開催

する。 

③サロンパンフレットの作成 

各サロン活動の内容を記したサロンパンフレットを作成し、地域への周知を図る。 
 

（４）子育て支援の充実 

①子育てきらりフェスタの開催  

子育て中の親を中心としたボランティアとの協働によ 

り子育て支援の一環として、親子が一日楽しく過ごせる 

イベントを実施するとともに、子育て中の父親への参画 

を促していく。 

②子育てサロン“マザーリーフ” の開催 

子育て中の親同士の情報交換の場や子どもとのふれあ 

いの場として毎週水曜日、総合福祉センターやくぬぎ保 

育所にて開催する。 

③チャイルドシート貸出  

乳幼児を交通事故から保護するとともに、子育て家庭への経済的

負担の軽減を図るためチャイルドシートの貸出を行う。 

④情報掲示板「Babecle（ベビクル）」の運営 

使わなくなった育児用品をゆずりたい人から必要な人に渡すため 

 の情報をホームページ等を通して発信する。 

⑤産前産後ケアサポート・ママ養成講座 

妊娠中及び出産後１年未満で、家事や育児の負担の軽減を図る必要がある養育者に対するサ

ポートを行う「産前産後ケアサポート・ママ」の養成を行う。 
 

（５）ファミリー・サポート・センター事業の実施（市受託事業） 

①ファミリー・サポート・センターの運営 

『子育ての手助けをしてほしい方』（利用会員）と、『子育ての手助けができる方』（協力会

員）からなる会員組織で、依頼の内容に応じ、条件に合った支援ができる会員をコーディネー

トし、会員相互の育児をサポートする。 

  また、ボランティアセンター登録者及びキャロットサービス協力会員と相互連携を図る。 

②ファミリー・サポート・センター事業の周知啓発 

協力会員養成講座の実施や各機関へのリーフレットの配置等を通し、周知啓発に努める。 

子育てきらりフェスタ 

Babecle掲示版 



 

 

（６）放課後児童健全育成事業等の実施（市受託事業） 

①学童保育所・クラブの運営 

（大牟田・高取・三池・白川・中友・平原） 

昼間、児童の養育ができない家庭などの児童（概ね低 

学年）に対して適切な遊びと生活の場を提供するととも 

に、地域組織等と連携し世代間交流事業を実施する。 

②大牟田市学童保育所等未整備校区における児童送迎事業 

  学童保育所が整備されていない上官小学校の児童（１、２年生）を対象に、上官小学校、中

友学童保育所間の送迎を実施する。 

 

（７）くぬぎ保育所の運営 

近年のめまぐるしい社会の変化に幼児期の子ども達も

少なからず影響を受けており、身近に溢れるメディア、車

社会の影響など枚挙に暇がない。保育所では子ども達が人

との交わりを大切にして、心身ともに逞しく成長できるよ

う「自然の中で心と体を使って、思いきり遊びこけるこど

も」の保育方針に基づき、障がい児との統合保育、食育の

推進、多世代交流などの事業を行う。 

地域の子育て支援としての園庭開放「どんぐりクラブ」

の充実や保育所ホームページの充実に努める。 

また、現在の園舎の老朽化に伴い、新園舎建設について検討し、今年度中の申請に向けた準備

を行う。 

 

 

６学童交流行事 

学童っこのつどい 

えいる･どんぐりクラブ･祖父母参加に
よるもちつき 



 

 

 

 

小さな声にも応える福祉サービスを提供し、普及に努めます！ 
 

（１）「全社協：生活支援活動強化方針」に基づく生活困窮者支援体制の基盤づくり※重点施策 

 

（２）住民参加型福祉サービス（おおむたキャロットサービス）の充実 

       ～キャロットサービスとは、○人が○参加する福祉サービスです～ 

①協力会員と利用会員とのマッチング 

生活・福祉課題を抱えている一人暮らし高齢者や高齢者世帯、障がい 

がある人、産前産後の母親などの利用会員の依頼に応じ、キャロットサー 

ビス協力会員を派遣し、公的なサービスで対応できない制度外の簡単な日 

常生活支援を実施する。（活動例：買物・掃除・通院等の付き添い・草取り等） 

②キャロットサービス協力会員の養成 

介護保険制度の改正に伴い、急増が見込まれるキャロットサービスの

供給体制の充実を図るため、利用ニーズに応じた協力会員及びサブリー

ダーの育成を行う。 

 

（３）高齢者福祉対策の推進 

①介護保険事業の充実 

訪問介護（ホームヘルパー派遣）、訪問入浴（入浴車による訪問入浴）、居宅介護支援（ケア

プランの作成）の３事業を実施し、要支援、要介護者の在宅生活を支援する。 

②小規模デイサービス“ふれあい処えいる”の運営 

通所介護事業とともに、利用者である高齢者及び障がい 

者等に対して、制度内事業はもとより地域住民、保育所等 

との世代間交流等を行うとともに、制度の狭間のサービス 

を提供し、セーフティネットとしての事業も展開していく。 

③介護予防・相談センターの運営（市受託事業） 

市内に６ヵ所設置されている地域包括支援センターのサブセンターとして、介護に関する各

種相談や介護認定で要支援１・２と判定された高齢者、及び地域包括支援センターが指定した

二次予防事業対象の高齢者への介護予防ケアプランの作成等を行い、在宅生活を支援する。ま

た、介護予防の普及・啓発のため地域での介護予防の広報や体験教室を開催し、介護予防事業

の効果を高めるため、各種専門職と連携しながら支援を行う。 

 

 

 

 

活動指針２ 心 

利用者、家族、地域住民の交流会 



 

④「絆けんこう教室」の実施 

絆けんこう教室は、「健康」をキーワードとして、「介護予防」と「生きがいづくり」を目的

に、上官校区の近隣住民等を対象に上官公民館で実施する。 

健康についての学習会や自己の振り返りを行う機会を設定し、血圧等の健康チェックや健康

相談を受ける場を設けると共に、介護予防の普及・啓発を行うことにより、地域住民の健康づ

くりの手助けをする。 

⑤「在宅介護者の会」の活動支援 

在宅介護者が、お互いに交流を深め、介護にかかる問題・課題等を語り合い、解決していく

ための「在宅介護者の会」の活動を支援する 

⑥成年後見センター業務の円滑な運営（市受託事業）※重点施策 

⑦日常生活自立支援事業（参照P8） 

 

（４）障がい（児）者福祉対策の推進 

①障害者福祉サービス事業 

障害程度区分認定を受けた在宅の障がい者に対して、相談支援事業所が策定するサービス利

用計画書に沿った訪問介護（ホームヘルパー派遣）・訪問入浴（入浴車による訪問入浴）・移動

介護（ガイドヘルパー派遣）の事業を実施し、在宅生活を支援する。 

②日常生活自立支援事業（参照P8） 

③知的障がい児・者医療支援プロジェクト 

障害者総合支援法や障害者虐待防止法の創設など、障

がい者をとりまく環境は、少しずつ進展しつつあるが、

知的障がいの場合、その障がい特性に対する地域認識の

広がりが弱いことから、知的障がい児・者とその家族が

抱える生活課題は深刻な状況にある。その中においても、

とりわけ医療機関における知的障がい児・者の円滑な受

診体制の環境整備は、健康と命を守る観点から最優先さ

れるべき社会的課題であり、その医療受診環境整備に向

けた取組みをこれまでも医療・教育・介護・福祉関係者と協働で進めてきた。 

今後、プロジェクトでは、平成26年度に策定される大牟田市障害福祉計画にも医療受診環

境整備の充実を提案するとともに、プロジェクトでは、医療連携部会・教育連携部会・保護者

部会の3部会で計画的な実践活動を行っていく。 

④おもちゃの図書館“くるりん”の支援 

「おもちゃの図書館」とは、障がいのある子ども達が  

おもちゃを通して楽しく遊ぶことができるように、との

願いから始まったボランティア活動。本会では、「おも

ちゃの図書館」を通じて障がいのある子もない子も地域

の中で楽しく豊かに暮らしていく地域づくりのために、

おもちゃの図書館“くるりん”の活動を支援していく。 

大牟田市医療ソーシャルワーカー 
学習会での様子 

歯科医・教育関係者向け講演会の様子 

おもちゃの図書館“くるりん”活動風景 



 

 

（５）総合相談事業の実施 

①成年後見センター業務の円滑な運営（市受託事業）※重点施策 

②日常生活自立支援事業 

判断能力が不十分な高齢者や障がい者に対し、利用者との契約に基づき、福祉サービス利用

の手続きや生活費の管理等、日常の生活支援を行う。また、援助を行う生活支援員の養成及び

研修を実施する。 

③居住支援協議会モデル事業の推進 

居住支援協議会（大牟田住みよかネット）の事務局として、住宅確保要配慮者が住み慣れた

地域に安心して住み続けられるようにモデル事業を実施し、以下の3点に取り組む。 

・広報・啓発（活用できる空き家の情報収集・発信、空き家に対する意識変換の促進） 

・入居に関する支援（貸手・借手のリスク軽減の支援や仕組みの研究） 

・データ収集・分析（地域・事業所との支援のあり方研究） 

④生活福祉資金貸付事業（県社協受託事業） 

低所得者、障がい者、高齢者世帯に対して、生業、住宅、災害、福祉、療養介護、修学、緊

急小口、離職者等の各種資金の貸付相談の受付を行い、民生委員の協力のもと、借受世帯の経

済的自立に向けた指導、支援を行う。 

⑤住宅手当緊急特別措置事業（市受託事業） 

離職者で就労能力・意欲のある人のうち、住宅を喪失している人または喪失するおそれのあ

る人を対象に、最大９ヶ月間、住宅手当を支給するとともに、住宅及び就労機会の確保に向け

た支援を行う。 

⑥行政書士による法務相談 

毎月第３水曜日、法的な解決や高度な対処法を必要とする悩み等に行政書士が、専門的なア

ドバイスを行い、問題解決の糸口を見出すための法務相談を実施する。 

⑦心配ごと相談 

住民が抱える福祉・生活課題等の悩みの初期相談窓口として、適正な助言・援助・橋渡しを

行う。 

⑧福祉サービス苦情解決相談 

在宅福祉サービス利用における様々な問題について、当事者間で解決できない場合は「第三

者委員会」を活用しながら、その解決を図る。 

 

（６）福祉車輌・機器等の貸与事業 

介護者の負担軽減のため、在宅高齢者等へ車いすを、また校区社協やサロン等の地域福祉活

動実践団体に対して、福祉バスやサロン用具、疑似体験セット等を貸与する。 

 



 

 

（７）社協情報・広報の充実 

①社協福祉広報紙「きらり」の発行 

年４回、全世帯を対象に発行している福祉広報紙「きらり」の内容を充実し、市民に社協事

業や活動内容などの情報を幅広く提供する。 

②社協事務局通信「きらり」の発行 

毎月１回、社協事務局通信「きらり」を発行し、タイムリーな情報を提供する。 

③社協公式ホームページの充実（http://www.omshakyo-kizuna.com） 

社協の様々な活動や事業内容を紹介する。 

④社協活動啓発用パンフレットの発行 

社協活動全般をまとめたパンフレットを作成し、住民への周知啓発を図る。 

 

（８）まちなか生活福祉型拠点施設の検討 

大牟田市中心商店街等の空き店舗及び空き家を活用した小規模デイサービスセンターや地域

交流まちなかオープンサロンを設置し、高齢者、障害者及び子育てママなど広く市民に施設を開

放する。特に常設のオープンサロンは、市内 130 ヵ所のサロン運営についてのモデル的なサロ

ンとして、介護予防・健康推進等の拠点としていきたいと考える。 

また、このような事業を通じ、「まちなか」へ「人」を呼び込み、地域の賑わいを創出するこ

とを目的とした拠点施設の設置について検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

誰もがまちづくりに参加できる活動をすすめます！ 
 

（１）ボランティアセンターの充実強化 

①コーディネート機能の強化 

ボランティア活動を希望する人が、自分にあった活動を選択できるよう、ボランティアの登

録・斡旋を積極的に進める。 

②キャロットサービス協力会員の養成（再掲） 

③ボランティア連絡協議会との連携充実 

全市的な住民ボランティアの組織体であるボランティア連絡協議会と連携を強化し、ボラン

ティアのマッチングや研修会の共催等、住民がボランティア活動をしやすい環境を整えていく。 

④障がい福祉総合ボランティア養成講座  

身体・知的・精神の３障がいについて理解を深め、障がい者の日常生活を支援することを目

的に、大牟田市障害者協議会及び障害者相談支援事業所との協働により実施する。 

⑥おもちゃの図書館“くるりん”の支援（再掲） 

⑦ボランティア活動保険 

市社協および校区社協の地域行事やボランティア活

動等を支援するために、ボランティア活動保険の加入受

付を行う。 

⑧災害ボランティアセンター設置訓練 

災害が起きた時、市社協として何をなすべきかという

認識を各職員が持ち、すぐに対応できるよう、地域の防

災訓練と合同により、災害ボランティアセンターの設置

訓練を実施する。 

 

（２）福祉教育の推進 

小中高等学校をはじめ、企業・団体等に対して、ボランティア活動や地域福祉活動への参加促

進を図り、社会福祉への理解と関心を高める機会の創出を

図る。 

さらに、高校、大学、企業等のボランティア活動への参

加促進を図るため、ボランティアメニューの紹介およびコ

ーディネートを行う。また、福祉教育プログラム（仮称）

作成において協働する相手となる各小中学校に対し、出前

講座や講師派遣、高齢者疑似体験セット・車いす等の機材

の貸出の機会を通し、関係づくりに努めていく。 

活動指針３ 協 

夏・子ども・ふれ愛 ふくし塾 

災害VOセンター設置訓練 



 

 

（３）空き家再生プロジェクト 

市内の空き家を市民の地域福祉活動を行う拠点等として活用することで、地域の活性化及び地

域福祉の向上を図ることを目的に展開中。随時、空き家を提供したい方や空き家を活用したい方

の登録を行い、各校区において、サロンや校区社協等の地域活動の拠点としての活用を検討して

いく。さらに、大牟田市居住支援協議会との連携を図り、空き家の地域資源化に向けた情報収集

等に取り組んでいく。 

（４）第６回大牟田市地域福祉大会 ～地域支えあい絆セミナー～ 

市民一人ひとりが自ら住んでいる地域に積極的に関わりを持ち、地域住民の地域住民による、

地域住民のための「支えあいの“絆”」を創造することを目的に、大牟田市および大牟田市ボラ

ンティア連絡協議会との共催により開催する。 

地域福祉の向上に貢献された方々に対する表彰状や感謝状の贈呈を行う「功労者表彰式典」や

地域住民主体によるまちづくりに関する「基調講演」等を通して、参加者自身が、今後の地域づ

くりに参画していく上で必要なことを再認識するきっかけとしていく。 

～～～～～ 第５回地域福祉大会の様子 ～～～～～ 

                                       

                                                                                                      

 

 

 

 

 

（５）赤い羽根共同募金杯校区対抗グラウンドゴルフ大会＆社協“絆”フェスティバルの開催 

赤い羽根共同募金杯校区対抗グラウンドゴルフ大会に併せて、社協“絆“フェスティバルを開

催し、校区社協・福祉団体のバザー、共同募金コーナーの設置等により、社協活動や共同募金運

動の周知啓発に努めるとともに、ボランティア活動団体や福祉団体、学校等の交流を深める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤い羽根共同募金ありがとうメッセージ 社協“絆”フェスティバル出店の様子 

基調講演 功労者表彰式典 



 

 

（６）共同募金運動の取り組み 

共同募金は本会の地域福祉推進のための貴重な財源であり、募金運動に当たっては「福岡県共

同募金会大牟田市支会」との連携を強化していく。 

具体的には、参加店舗で対象商品を購入すると、売上げの一部が赤い羽根に寄付される「募金

百貨店プロジェクト」の取り組みを充実させるとともに、共同募金運動の更なる周知を図るため

に、“赤い羽根共同募金杯グラウンドゴルフ大会”を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）日本赤十字社福岡県支部大牟田市地区業務（市受託事業） 

日赤募金の募集、地域の献血推進や周知啓発、災害見舞品の支給等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（８）東日本大震災復興支援 

震災から３年が経過するが、今後も継続的に、必要とされる支援を実施する。 

具体的には、被災地のニーズキャッチに努め、今後も被災地の「忘れない」支援を行うととも

に、復興支援活動を通して学ぶことが出来る地域づくりやつながりの大切さについて啓発を行う。 

タオル帽子講座 

大牟田高校による街頭募金の様子 募金百貨店プロジェクト 

校区献血会 

小学生へ復興支援プロジェクト概要説明 大牟田でくつろぎの「お茶っこ」開催 



 

Ⅳ 組織体制の強化及び財源確保に向けた取り組み 

（１）第３次大牟田市地域福祉実践計画 （平成２７年度～３１年度） の策定 ※重点施策 

（２）理事業務担当制部会について 

①総務部会 ②経営企画部会 ③福祉サービス部会の３部会に理事を配置し、財源に関するこ 

とや第２次地域福祉実践計画の進捗管理、新たな事業経営の開拓、インフォーマルな福祉サービ

スの開発など、今後の社協運営について、理事の責任体制を明確にするため、部会ごとに議論し、

事務局と一体となって実践していく。また、事業計画・予算案の策定、新たな事業経営参入等に

ついても３部会で協議検討していく。 

（３）社協職員の人材育成 

地域コミュニティの再生と創出が求められている中、今後の社協運営において職員のスキルア

ップは不可欠である。そのため、内外の講師による職員研修を開催する等、個々のモチベーショ

ンの向上に努め、業務遂行能力やマネジメント能力を強化していくとともに、目標管理制度や内

部規定の見直しなどの充実を図る。 

（４）ファンドレイジング（資金調達）の推進 

高齢者や障がい児・者の方々が地域で安心した生活を送る上では、地域生活支援等に関する取

り組みが急務となっている。そのような地域福祉課題の解決を図るための継続的な事業運営のた

めの財源の確保は難しいのが現状である。自主財源確保の充実に向け、従来から取り組んでいる

「赤い羽根共同募金」をはじめ、「善意銀行」等の取り組みの充実に努めるとともに、地域福祉

課題を解決したいという想いを共感していただける支援者を増やすことで、課題解決のための効

果的・効率的な財源確保を図る「ファンドレイジング（資金調達）」を推進していく。 

（５）大牟田善意銀行の啓発強化 

善意銀行に寄せられる寄付金は、地域福祉を推進していくための最も重要な財源であるが、近

年減少傾向が続いていることから、地域住民にその役割や使途を周知するなど広く啓発を行い、

財源の確保に努める。 

（６）賛助会員制度の拡大 

個人・法人会員について、様々な機会を通じ、本会の役割や事業について周知を行い、更なる

会員の拡大に努める。また、会員に対して毎月１回社協事務局通信「きらり」を配布し、タイム

リーな情報を提供する。 

（７）総合福祉センターの運営 

① 総合福祉センターの安定的かつ健全な自主運営の 

ため、経費削減はもとより、市民に対して当センター 

を周知広報し、利用増進に努める。 

② 毎週水曜日に子育てサロン“マザーリーフ”を開催 

する。（別掲） 

③ 年２回、センター利用者の安全を図る目的に、総合 

 消防訓練と避難誘導訓練を実施する。 

 

毎週水曜日に多目的ルームにて開催 
“マザーリーフ”活動風景 



 

 

（８）市立病院ほっとスペースの健全運営 

大牟田市立病院２階にて食事処とコンビニの機能をあわせもつ“くつろぎ空間”「ほっとスペ

ース」と位置づけ、収益事業を実施する。ここで得た収益については、大牟田市における地域福

祉活動の財源として活用していく。 

①ホスピタルローソンの運営 

スタッフの接遇向上や品揃えの充実を図るととも

に、ポンタ会員の入会促進に努める。さらに季節商品

等の販売にも取り組み、病院関係者等のみならず近隣

住民の方にも利用してもらえる店づくりを行う。 

②食事処ほっとリビングの運営 

子供から年配の方まで喜んでもらえる“体に優し

い”メニューと昨年リニューアルしたパティオを活用

した“くつろぎの空間”を提供する。また入院中や通

院の方を含め「ほっとスペース」の利用者を対象に、

絵本の読み聞かせやハンドマッサージ等、本会の特性

を生かした“プラスワンサービス”を実施する。 

 

 

 

ホスピタルローソン店内 

ほっとリビングでタオル帽子講座の様子 


